
 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。また、
現金は注記を省略しており、預金及び事業により生じた未収金と未払金は短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。

（単位：百万円）

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額

 有価証券 38200 37928  272

満期保有目的の債券 38200 37928  272

 投資有価証券 48000 47422  578

満期保有目的の債券 48000 47422  578

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
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金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

有価証券及び投資有価証券

             

購入した債券は、相場価格を用いて時価を算定しておりますが、当該債券は、活発な市場で取
引されているとは認められないため、時価をレベル２の時価に分類しております。
また、相場価格を入手できない一部の債券については、取引のある金融機関から提示された価
格を用い、時価としております。当該債券は市場での取引機会が少なく、活発な市場における相
場価格とは認められないものの、これらの時価は、国債金利やスワップ金利等の観察可能なイン
プットを主に用い、現在価値技法またはマーケット・アプローチにて算定しているため、レベル
２の時価に分類しております。

７．収益認識に関する注記
当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第86における収益に重要性が乏しいため、注
記を省略しております。
 収益の分解情報
当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、「国際研究ネットワークの強化」「学術振興のた
めの支援基盤の強化」であり、各事業の主なサービス等の種類は受託契約等に基づくサービスで
あります。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、12百万円及び80百万
円であります。
 収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。
 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当該事業年度末における残存履行義務はありません。

８．賃貸等不動産関係
当法人は、時価等を開示すべき賃貸等不動産を保有しておりません。

９．資産除去債務
当法人においては、賃貸借契約に基づき使用する本部事務所について、退去時における原状回
復に係る債務を有しておりますが、現在、事務室移転等の計画はありません。
今後、不要となる事務・事業に係る事務所の一部退去を行うことは有り得ますが、当該事務・
事業の変更に関する当法人の意思決定は、主務省庁の総合的判断を前提に行われることから、そ
の時期及び範囲については現在未確定であります。
このようなことから、当該資産除去債務については、履行時期及び履行時期の範囲と蓋然性な
いし当法人が負担する除去費用の金額及びその発生確率を予測することは困難であり、資産除去
債務を合理的に見積ることができないため計上しておりません。

10．重要な債務負担行為
該当する事項はありません。

11．重要な後発事象
該当する事項はありません。

12．退職給付に係る注記
 採用している退職給付制度の概要
当法人は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しておりま
す。
積立型の確定給付企業年金では、給与と勤務期間に基づいた年金又は一時金を支給しておりま
す。
非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給し
ております。
 確定給付制度
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（に掲げられたものを除く。）

期首における退職給付債務 230185771円
勤務費用 8212041円
利息費用 5662569円
数理計算上の差異の当期発生額  50226861円
退職給付の支払額  10163000円
過去勤務費用の当期発生額 0円
制度加入者からの拠出額 6006465

        

円
期末における退職給付債務 189676985

        

円
 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 294452000円
期待運用収益 11483628円
数理計算上の差異の当期発生額 13166177円
事業主からの拠出額 32474730円
退職給付の支払額  10163000円
制度加入者からの拠出額 6006465

        

円
期末における年金資産 347420000

        

円
 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 505009400円
退職給付費用 101823700円
退職給付への支払額  56870200

        

円
期末における退職給付引当金 549962900

        

円


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